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要旨 

本研究では、『企業活動基本調査』の個票データと『全国イノベーション調査』の個票

データを接続したデータを用いて、どのような属性の企業が、イノベーションを実現した

と回答したか、またイノベーションが起きたと回答した企業は高い TFP 上昇を経験したか

否かについて実証分析を行った。我々はまず、イノベーションをタイプ別に分けて、多項

ロジットモデルを用いてイノベーションの決定要因を分析した。これにより、プロセス・

イノベーションの場合には専有可能性や共同研究・事業などの協力関係は重要ではないが、

プロダクト・イノベーションの場合にこれらのことが非常に重要な要因であるとの結果を

得た。また、イノベーションが TFP 上昇へ与える効果については、プロダクト・イノベー

ションは TFP 上昇に持続的に有意な効果を与えるが、プロセス・イノベーションの効果は

すべての期間において統計的に有意ではないとの結果を得た。 



１．はじめに 

 高齢化や人口減少に直面している日本経済にとって、持続的な成長を今後維持するには、

イノベーションの促進と全要素生産性（TFP）の加速が欠かせない。しかし、どのような属

性の企業がイノベーションを達成しているのか、またイノベーションを達成したと考えて

いる企業においてどの程度のTFPの改善が起きているのかについて、日本ではこれまで、デ

ータの制約のためほとんど研究がおこなわれて来なかった。1 

本研究では、『企業活動基本調査』の個票データと『全国イノベーション調査』の個票デ

ータを接続することにより、イノベーションと TFP 上昇率の関係を明確にすることをめざ

す。 

 本研究の構成は以下の通りである。次節では、本研究で用いたデータと企業レベルの TFP 

の測定について説明する。第 3 節では、イノベーションの決定要因とイノベーションが TFP

上昇に与える効果に関する分析を行うためのモデルと分析結果を提示する。最終節では、

結果をまとめる。 

  

2．実証分析に利用したデータと TFP 測定について 

2.1 データについて 

 本研究で用いるデータは毎年行われている経済産業省の『企業活動基本調査』の個票デ

ータと 1999 年から 2001 年の活動を対象として 2003 年に行われた文部科学省科学技術政策

研究所『全国イノベーション調査』のミクロデータである。『企業活動基本調査』は指定統

計の一つであり、従業者 50 人以上かつ資本金または出資金 3,000 万円以上の企業を対象に

した全数調査である。『企業活動基本調査』のデータは平成 14 年調査以前には主に鉱業、

製造業、卸売業、小売業に属している企業のみを調査対象にしていたが、平成 14 年以降か

                                                  
1 ヨーロッパ諸国では、イノベーション調査と企業財務データを接続してイノベーションと

生産性上昇率の関係を調べる研究が行われてきた。詳しくは Crepon, Duguet, and 
Mairesse(1998)を参照。 
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ら金融業、電力・水道・ガス業とサービス業などに対しても調査することになった。『企業

活動基本調査』は企業の財務状況、生産状況、研究開発、ライセンスや企業ネットワーク

導入など企業活動に関して調査している。『企業活動基本調査』からは TFP の計測に必要な

すべてのデータを得られる。 

『全国イノベーション調査』は従業者 10 人以上で、農林水産業、製造業を含む鉱工業、

一部のサービス業といった産業に属する民間企業を対象に、従業者数 250 人以上の企業は

悉皆調査、従業者数 250 人未満の企業に対しては標本調査として行われた。回答した企業

は 9257 社で、回答率は 21％であった。調査項目としては、実現したイノベーションのタイ

プ、イノベーションを起こすための投入、知的財産を保護するための手段など、イノベー

ションについて包括的な情報を含む。なお、伊地知・他（2004）の統計表から計算すると、

回答企業のうち 1999－2001 年にプロダクト・イノベーションがあったと答えた企業は、従

業者数 50 人以上の中・大規模企業に限ると（大分類業種別の中規模企業と大規模企業の回

答を母集団の大きさをウエイトとして加重平均した結果で見て）、製造業で 30％、サービス

業で 19％であった。プロセス・イノベーションに関する同様の値は、製造業で 19％、サー

ビス業で 15％であった。 

『企業活動基本調査』のデータから、イノベーションの成果にあたる TFP 上昇率が測定で

きる。一方、『全国イノベーション調査』から、企業がイノベーションを実現したと考えて

いるか否かを知ることができる。我々はこの 2 つのミクロデータを接続した。なお、『企業

活動基本調査』では 2001 年から調査対象産業が拡大され、2001 年前後にサンプルの断層が

見られる。そこで、2001 年の『企業活動基本調査』と『全国イノベーション調査』を接続

した。接続できた全企業数は 2404 社で、製造業が 1745 社、非製造業は 659 社であった。 

 

2.2 企業レベルの TFP の測定 

Good, Nadiri, and Sickles(1997)は、各企業の産出量と産業平均産出量の差から各生産要素
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について各企業の投入量と産業平均投入量の乖離に各企業の生産要素シェアと産業平均生

産要素シェアの平均値を掛けた値を引いて求めた Caves, Christensen, and Diewert(1982)タイ

プの生産性指数にディヴィジア指数の離散時間近似による時系列接続方法を導入すること

によって、同一産業内の企業について、クロスセクションだけでなく時系列方向にも TFP

水準の比較を可能にした。彼らの方法によれば、企業ｆの t 期の TFP 水準 は、以下の式の

ように計算される。 
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ただし、Qf, t、Sn, f, t、Xn, f, t は、それぞれ、企業 f の t 期の産出、企業 f の t 期の投入要素 n の

コストシェアー、企業 f の t 期の投入要素 n の投入量を表す。各変数の上の傍線は各変数の

産業平均を表す。『企業活動基本調査』の個票データを用いて 1994 年度から 2005 年度の各

企業の TFP 水準を測定した。産業分類は、『企業活動基本調査』の 3 桁分類を使った。なお、

商業については 15 産業（卸売業：10、小売業：5）にさらに細分化して分析を行った。ま

た、基準年はデータの初期時点である 1994 年にした。TFP の計測に利用したデータにつ

いては補論 A で詳述する。 

 このように計測された TFP 水準は企業間投入シェアの差異の存在や生産物市場にお

ける不完全競争を考慮できるという優れた面があるが、規模に対する収益不変、生産要

素市場の完全競争を仮定しなければならないという短所もある。  

 

3．実証分析モデルと結果 
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3.1 どのような企業でイノベーションが起きるのか 

どのような属性の企業がイノベーションを起こすのかを多項ロジットモデル(Multinomial 

Logit Model)で分析する。我々はイノベーションのタイプをプロダクト・イノベーションの

み、プロセス・イノベーションのみ、二つのタイプのイノベーションが同時の場合に分け

る。各企業にイノベーションが起きる確率は次のようになる。 
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ただし、s=1,2,3 である。ここで、 は t 期に企業 f において起きたイノベーションのタイ

プ、つまりプロセス・イノベーション（s=1）、プロダクト・イノベーション（s=2）、プロセ

スとプロダクト・イノベーションが同時（s=3）とイノベーションが起きなった（s=0）、を

表す。 は企業 f のｔ期におけるイノベーションの決定要因として考えられる企業特性変

数である。企業の特性に関する変数 として以下の変数を用意する。 

tfI ,

fZ

tfZ ,

t,

1． TFP のレベル：企業の技術水準を表す。 

2． 企業の従業者数の対数値：企業規模を表す。 

3． 企業の研究開発の有無を表すダミー変数： 

 企業が研究開発を全く行わない：1、それ以外：0 

4． 研究開発拠点の存在有無に関するダミー変数 

アメリカ研究開発拠点ダミー：アメリカに研究拠点ある：1、ない：0 

国内研究開発拠点ダミー：国内に研究拠点ある：1、ない：0 

5． 企業のオーナーシップ関係変数 

外資系ダミー：外国企業のグループに属している企業（外資出資比率 50％以上）の企業：
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1、それ以外：0 

国内グループ会社ダミー：国内企業のグループに属している企業（出資比率 50％以上）

の企業：1、それ以外：0 

6． 共同研究開発や共同事業のような協力関係があるかどうかに関するダミー変数 

何らかの協力関係があれば 1 で、それ以外は 0 

7． 企業の国際化程度を示すダミー変数 

企業の市場範囲が国際的な企業は 1、それ以外は 0 

8． イノベーションのための公的支援の有無に関する変数 

地方・中央政府や公共機関から補助金や助成金をもらったことがある：1、ない：0 

地方・中央政府や公共機関から貸付金や信用保証をもらったことがある：1、ない：0 

9． イノベーションの専有可能性に関する変数 

イノベーションの保護のために制度的な手段を使った経験ダミー：開発されたイノベー

ションを保護するために特許の出願や意匠登録・商標・著作権を使ったことがある：1、

ない：0 

イノベーションを保護するために戦略的な手段を使った経験ダミー：開発されたイノベ

ーションを保護するために企業秘密・設計の複雑性・リードタイムを使ったことがあ

る：1、ない：0 

10．新規設立会社ダミー：1999-2001 年の間に新たに設立された会社 1、それ以外 0 

11．マーケットシェア：属している産業に占める企業の売上高の割合 

 

上記の企業の特性を表す変数以外に産業特性をコントロールするために産業ダミーも考慮

した。製造業と非製造業のイノベーションは大きく異なると言われているので、製造業と

非製造業に分けて推計を行った。図表 3.1 と 3.2 に推計結果が示されている。 
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（挿入 図表 3.1、3.2） 

 

 まず、図表 3.1 の製造業の結果をみると、イノベーションのタイプによって結果がかなり

異なることが分かる。プロセス・イノベーションのみが起きたケースでは、TFP レベルが高

く、研究開発を行わないが国内に研究開発の拠点を持っている企業ほどプロセス・イノベ

ーションの起きる確率が高いことになっている。他方で、外資系企業と新規設立された企

業はそれ以外の企業に比べて約 4％プロセス・イノベーションの確率が有意に減少する。 

プロダクト・イノベーションのみのケースの推計結果がプロセス・イノベーションと大

きく異なる点として、企業規模、国内企業のグループに属しているかどうかや専有可能性

を表すイノベーションの保護手段に関する変数が非常に重要になることをあげられる。こ

の結果は、プロダクト・イノベーションはプロセス・イノベーションより開発されたイノ

ベーションが保護されて、イノベーションからの利益を専有できる可能性が高いほどイノ

ベーションが起きる確率が高くなることを示唆している。プロセス・イノベーションのみ

の場合と同様に、研究開発を行わない企業の方でプロダクト・イノベーションが起きる確

率が高くなるとの結果になっている。このことは企業内で起きているイノベーションは企

業の研究開発活動とあまり関係しない可能性を示していると考えられるので、より深層的

な研究が必要であろう。 

また、プロダクトとプロセス・イノベーションが同時に起きた場合の推計結果をみると、

プロセス・イノベーションのみとプロダクト・イノベーションのみの推計結果と違って、

外資系企業、協力関係を結んだ経験や地方・中央政府から財政支援を受けた企業ほどイノ

ベーションが起きる確率が高くなる傾向がみられる。もう一つ大きな違いは研究開発活動

をしない企業ダミーの係数値が有意ではないが負であることである。これらの結果はプロ

ダクトとプロセス・イノベーションを同時に起こすためには自社内研究開発活動や共同研

究開発活動が重要であることを示していると考えられるし、企業の多様なタイプの研究開
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発活動とイノベーションとの関連を考える上で興味深い。 

図表 3.2 は非製造業におけるイノベーションの決定要因を分析した結果である。プロセ

ス・イノベーションのみの推計結果をみると、製造業の推計結果とは大きく異なった傾向

を示している。企業規模、国内グループ会社ダミーや協力経験あるダミーの係数値が有意

に正の値として推計されている。国内研究拠点の役割も大きく異なることも見られる。他

方、製造業と同様に、イノベーションの専有可能性とプロセス・イノベーションが起きる

確率とは関係がない。推計結果を全体的にみると、非製造業におけるプロセス・イノベー

ションの性格が製造業とはかなり異なるように見受けられる。 

プロダクト・イノベーションのみが起きた場合については、非製造業と製造業の推計結

果の差はそれほど顕著ではない。ただし TFP の水準、戦略的な保護手段の利用や公共機関

からの信用保証の効果が製造業とは違う結果になっている。非製造業においても製造業と

同様に、研究開発活動を行わなくてもプロダクト・イノベーションの確率を高めることが

できる。プロダクト・イノベーションのみのケースでは、オーナーシップ関連変数や企業

規模などのイノベーションからの利益を守るために重要と思われる変数の寄与が大きいと

いえよう。 

プロダクトとプロセス・イノベーションが同時の場合の推計結果も基本的な傾向におい

て、製造業と大きな差はあまりない。 

 以上の結果を要約すると、産業区分と関係なく、プロセス・イノベーションの場合には

専有可能性や共同研究・事業などの協力関係は重要ではないが、プロダクト・イノベーシ

ョンの場合にこれらのことが非常に重要な要因になる。また、研究開発活動を行わないで

も一つのタイプのイノベーションを起こすことができるが、タイプが違うイノベーション

を同時に起こすことはできない。 

 

3.2 イノベーションは企業の TFP を上昇させるのか 
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 『全国イノベーション調査』のデータは 1999 年から 2001 年までにおいて、イノベーシ

ョンがあったかどうかを調査しているので、イノベーションが起きた後に TFP が上昇した

かどうかを分析する上で基準年の設定が重要であると考えられる。本研究では、2001 年を

基準年にして、2 年後、3 年後と 4 年後の TFP 上昇率に与えるイノベーションの効果を分析

する。 

したがって、実証モデルは次のようになる。 

 

tftjtf

innovationboth
tf

innovationprocess
tf

innovationproduct
tftftf

ummyIndsustryDZ

DDDTFPTFP

,,,

,3,2,1,, lnln

ε

βββατ

+++

+++=−+  

 

 は企業 f のイノベーションが起きた t 期のτ+tfTFP ,ln τ 年後における TFP レベルを表す。

イノベーションによる生産性上昇効果が表れるまでは少なくとも数年の時間を要すると

考えられる。このようなタイムラグを考慮するため、イノベーションが起きた年を 2001

年と考えて、その年の TFP レベルと比較して、イノベーションが起きた 2 年後、3 年後、

4 年後の TFP が上昇したかどうかを検証する。 

説明変数としては、我々が一番注目しているプロダクト・イノベーションのみ起きた

企業のダミー変数（Dproduct Innovation）、プロセス・イノベーションのみ起きた企業のダミー変

数（Dprocess Innovation）、二つのタイプのイノベーションが同時に起きた企業のダミー変数（Dboth 

Innovation）といくつかの企業の特性を表す追加的な変数を用いている。 は企業 f の t 期に

おける企業特性変数である。企業特性を表す変数として、IT ネットワーク利用変数、企業

の所有構造を表す変数（本研究では、外資系企業ダミー変数と企業グループ企業ダミー変

数を利用した）、企業のマーケットシェア変数と市場範囲を示す変数と新規設立したかどう

かを示すダミー変数を使った。イノベーションが TFP 上昇へ与える効果を分析する上で産

業間の差異をコントロールするために、全サンプルを製造業と非製造業に分けて推計を行

tfZ ,
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っただけではなく、推計式に産業ダミーを入れた。表 3.2 の 4 列に示されたようにイノベー

ションが起きた企業の TFP 水準は高いので、イノベーションが起きた時点における企業間

TFP レベルの差をコントロールするためと生産性フロンティアから遠く離れている企業ほ

ど早く成長する収束効果をみるために、2001 年の TFP レベルを説明変数として含めた。 

イノベーションによる TFP 上昇効果に関する製造業と非製造業の推計結果は図表 3.3、

3.4、3.5 に示されている。製造業の結果は図表 3.3 と図表 3.4 である。図表 3.3 は製造業全

サンプルを用いた推計結果である。図表 3.4 は企業内のスピルオーバーが TFP を上昇させた

効果を除くためにグループに属していない独立企業に限定して推計した結果である。

Suzuki(1993)と Branstetter（2000）が発見したようにグループ企業の場合に企業間のスピル

オーバー効果が存在する。しかし、本研究ではそのスピルオーバー効果を明示的に考慮す

ることができないのでサンプルを独立企業のみに限定する方法も試みた。 

 

（挿入 図表 3.3） 

 

図表 3.3 のパネルAの結果は企業特性変数を除いて、イノベーションの変数と産業ダミ

ーだけを用いて推計した結果である。この結果をみると、プロダクト・イノベーションと

プロダクト・プロセスイノベーションが同時に起きた場合に 2 年後の製造業企業のTFPが約

1％、3 年と 4 年後には 0.6％統計的に有意に上昇させていることがわかる。この結果を基に

すると、プロダクト・イノベーションはTFP上昇に持続的に有意な効果を与えると言える。

一方で、プロセス・イノベーションの効果はすべての期間において統計的に有意ではなく、

3 年後のTFP上昇率に対しては負の効果を与えている。このような結果は新たなプロセスは

技術的に既存プロセスより効率的で優れたものであるにもかかわらず、既存プロセスに慣

れている労働者の適応期間の必要性や新たなプロセスに適合性がある組織再編などの調整

費用がかなり掛かることで短期的には有意に正のTFP上昇をもたらさない可能性を示唆し
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ていると考えられる。本研究で得た、プロダクト・イノベーションがプロセス・イノベー

ションより企業のTFPを上昇させるために重要であることとプロセス・イノベーションが

TFP上昇に有意な効果を与えない結果はイギリス、フランスやオランダのデータを用いて分

析した既存研究の結果と整合的である2。 

産業間の技術機会などの産業固有の特性をコントロールするために考慮した産業ダミ

ーの係数値をみると、イノベーションによる企業間の TFP 上昇率の差より産業間の格差が

大きいことがわかる。電気産業に属している企業の TFP 上昇率はその他の製造業に属して

いる企業に比べて 3％以上高く、機械産業と化学産業では 2％ぐらい高いことが観察される。 

図表 3.3 のパネル B は TFP 上昇率の決定要因として考えられる企業特性変数を推計式に

入れて推計した結果である。パネル A の結果と異なる点は、プロダクト・プロセスイノベ

ーションが同時に起きた場合の効果は引き続き正であるが、統計的に有意ではないことで

ある。プロダクト・イノベーションとプロセスイノベーションダミー変数の係数値はパネ

ル A と同様な傾向を示している。 

TFP 上昇率の決定要因別の効果をみると、TFP 上昇率に与える企業の国際化の程度（企業

の市場範囲を代理変数とした場合）の効果が一番大きく、プロダクト・イノベーション効

果の倍ぐらいになっている。この結果は Kimura and Kiyota (2007)と Castellani(2002)などが発

見した輸出企業と対外直接投資を行っている企業がより TFP 上昇率が高いという結果と一

致している。 

また、グループ企業ダミー変数の係数値も正で統計的に有意である。この結果はグルー

プ企業内にスピルオーバー効果が存在するという Suzuki(1993)と Branstetter（2000）の結果

と整合的である。グループ企業内にスピルオーバー効果はプロダクト・イノベーションの

効果の大きさと同レベルである。この結果は企業内にイノベーションを起こすための努力

がなくてもグループや系列の中に属することで TFP を上昇させることができることを意味

                                                  
2スウェーデンに関する既存研究としては Loof and Heshmati(2002), フランスについては、
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する。 

IT ネットワークと TFP 上昇率は正の関係にあることは多くの既存研究によって確認され

てきた（Motohashi(2007), Atrostic and Nguyen (2002)を参照）。二つのタイプ（企業間、企業

内）の IT ネットワークの中で企業内の IT ネットワークのみが TFP を上昇させていること

が確認できる。 

外資系企業のダミーと新規企業ダミーは統計的に有意ではなかった。図表 3.3 の 2 列‐3

列で、マーケットシェアは 3 年後以降の TFP 上昇率に有意な負の効果を持つことが示され

ている。この結果は市場競争が企業の生産性を上昇させるという Nickell (1996)と Okada

（2005）の結果と整合的である。 

図表 3.4 は製造業のサンプルを独立企業に限定して行った推計結果である。イノベーシ

ョンに関する効果は概ね全サンプルを利用した推計結果と同様の傾向か見られる。企業の

国際化程度を表す変数のみが有意に正の効果を与える結果になっている。独立企業のみに

限定した場合には、グループ企業を含めた場合に統計的に有意であった企業内の IT ネット

ワークの効果の有意性はなくなっている。 

 

 （挿入 図表 3.4） 

 

図表 3.5 は、非製造業に限定して推計した結果を示す。推計結果をみると、イノベーシ

ョンが非製造業の TFP 上昇率に与える効果は製造業と比べて明確に測定することが難しい

ことが分かる。『全国イノベーション調査』と『企業活動基本調査』のマッチングデータは

『企業活動基本調査』のデータの制約のためにサービス業に属している多くの企業につい

てマッチできない場合があることに注意する必要がある。製造業とは違って、プロダクト・

プロセスイノベーションが同時に起きた場合の係数値が一貫して負である。プロダクト・

                                                                                                                                                  
Duguet (2004), オランダについては Klomp and van Leeuwen (2001)を参照されたい。 
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イノベーションの効果は有意ではないが、すべての推計式において正である。製造業では、

プロダクト・イノベーションが 2 年後の TFP 上昇率に与える効果が大きいが、非製造業で

は有意ではないものの 3 年後の TFP 上昇率への寄与がより大きいことが確認できる。この

結果はイノベーションが TFP 上昇に効果を与えるために必要な期間が製造業と非製造業間

で異なることを示唆している。製造業の結果と大きく違って、すべての企業特性変数は非

製造業に属する企業の TFP 上昇に有意な効果を与えない結果を得た。この結果から、製造

業と非製造業間の TFP 上昇率の決定要因はかなり異なることが推測できる。 

 

（挿入 図表 3.5） 

 

4．おわりに 

 本研究では、『企業活動基本調査』の個票データと『全国イノベーション調査』の個票デ

ータを接続したデータを用いて、イノベーションの決定要因とイノベーションが TFP 上昇

率に与える効果について実証分析を行った。 

 イノベーションをタイプ別に分けて、多項ロジットモデルを用いてイノベーションの決

定要因を分析し、プロセス・イノベーションの場合には専有可能性や共同研究・事業など

の協力関係は重要ではないが、プロダクト・イノベーションの場合にこれらのことが非常

に重要な要因であることと研究開発活動を行わないとタイプが違うイノベーションを同時

に起こすことはできないとの結果を得た。 

 イノベーションが TFP 上昇へ与える効果については、プロダクト・イノベーションは TFP

上昇に持続的に有意な効果を与えるが、プロセス・イノベーションの効果はすべての期間

において統計的に有意ではないとの結果を得た。 

 本研究で得られた結果だけで、イノベーションと生産性上昇間の関係をすべて明らかに

したわけではない。多くの残された課題がある。その中で次の二つの課題はできるかぎり
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早く解決したい。まず、イノベーション、研究開発、生産性上昇率の推計式を同時に推計

することで、内生性を解決するだけではなく、互いの関係をより明確にする必要がある。

次に、『全国イノベーション調査』で調査された情報をより多く活用する必要がある。 
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補論 A. TFP 測定のためのデータの加工方法について 

 

1． 産出 

名目産出額として売上高を使った。ただし、商業の場合は、売上高から仕入れ額を引い

た額を名目産出額とした。名目産出額を実質化するために適用したデフレーター（2000 年

基準）は JIP2008 のデフレーターを「企業活動基本調査」の 3 桁産業分類に合わせて、再集

計して求めたものである。0 以下の産出額はサンプルから除いた。 

 

2． 中間投入 

中間投入額は以下の通りである。 

 

売上原価＋販売費・一般管理費－(賃金総額＋減価償却費) 

 

ただし、商業に関しては、賃金総額、減価償却費と仕入額を売上原価と販管費の合計か羅

引いたものを中間投入額とした。 

実質化のための中間投入デフレーターは JIP2008 の中間投入デフレーターを「企業活動基本

調査」の 3 桁産業分類に合わせて作成した。 

 

3． 資本 

各企業の実質純資本ストック (Kf,t)は、土地を除いた各企業の簿価表示の有形固定資産額 

(KNBf,t)に、その企業が属している産業の資本ストックの毎年の時価・簿価比率 (Ki
t/KNBi

t)

を掛けることによって求めた。 

 

i
t

i
t

tftf KNB
KKNBK ⋅= ,,  

 

ただし、「企業活動基本調査」で報告されている有形固定資産額には土地を含まれている。

土地に関する報告は 1995 年と 1996 年しかされてない。ここでは、有形固定資産額に対す

る土地の割合の産業平均を 1995 年と 1996 年のデータで計算し、各年の簿価の有形固定資

産額からこの割合の分を引くことによって土地を除いた簿価表示の有形固定資産額 

(KNB

                                                 

f,t)を求めた。 

産業iの実質純資本ストック (Ki
t)は 1975 年『法人企業統計調査』の「その他の有形固

定資産額期末値」をJIP2008 の投資デフレーター3によって 2000 年価格に変換し、実質純資

 
3 『法人企業統計調査』の産業分類に基づいて投資デフレーターを再集計し、作成した。 
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本ストックの初期値にしたうえで、恒久棚卸法 (perpetual inventory method)により 1975 年以

降の各年の純資本ストックを推定した。恒久棚卸法の計算式は次のとおりである。 

 

実質化したものであり、δi
tは、JIP2008

から

NBi
tは、産業 i の t 期の簿価の「当期末その他の有形固定資産」である。 

産業の平均労働時間を掛けて算出した。平均労働時

は JIP2008 から取った。 

本のユーザーコスト (ck
f,t)は以下のように計算されている。 

 

i
t

i
t

i
t

i
t IKK +−= )1( δ  

 

Ii
tは、産業iのt期の名目投資（＝当期末その他の有形固定資産－前期末その他の有形固

定資産＋減価償却費）を投資デフレーターによって

求めた、産業iのt期の資本減耗率4である。 

K

 

4． 労働 

労働投入は、各企業の常用従業者数に

間

 

 

5．資本コスト 

資

)}()1)(1({
1

1
,,

,
, i

tt

 

ここで、zf,t は、1 単位の投資に対する固定資本減耗の節税分、ut は法人実効税率、λf,t は企

業の自己資本比率、rt は長期市場金利(利付き国債利回り(10 年のも

i
ti

tttftttf
i
ti

tfk
tf p

piurp
u
z

c
&

−+−−+
−
−

= δλλ  

の))、it は長期貸出金利

)、pi
tは投資デフレーターを、それぞれ表わしている。固定資本減

耗の節税分 (zf,t)と、法人実効税率 (ut)は以下のように計算した。 

 

(長期貸出プライムレート

i
tttftttf

i
tt

tf iur
uz

δλλ
δ

+−−+
⋅

=
)1)(1( ,,

, . 

 

                                                  
4 時期による資本財構成の変化による資本減耗率の変化を考慮するため、JIP2008 の実質資

本ストックと資本財別の償却率を用いて、『法人企業統計調査』産業分類別・年別に償却率

を計算している。 
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こで、un
t、ul

t、uc
tはそれぞれ、法人税率、住民税率、事業税率である。 

 

 

 

こ
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図表3.1　製造業企業に対する多項ロジットモデル(Multinomial Logit Model)の推計結果：どのような企業でイノベーションが起きるのか

係数値 標準偏差 係数値 標準偏差 係数値 標準偏差

TFPレベル（2001） 0.050 ( 0.026 ) * 0.081 ( 0.108 ) 0.126 ( 0.097 )

企業規模 0.004 ( 0.004 ) 0.042 ( 0.016 ) *** 0.063 ( 0.015 ) ***

研究開発有無ダミー 0.169 ( 0.054 ) ** 0.356 ( 0.080 ) *** -0.013 ( 0.071 )

アメリカ研究開発拠点ダミー -0.002 ( 0.020 ) -0.166 ( 0.047 ) *** -0.040 ( 0.090 )

国内研究開発拠点ダミー 0.026 ( 0.006 ) *** 0.096 ( 0.039 ) ** 0.012 ( 0.049 )

外資系ダミー -0.037 ( 0.005 ) *** 0.215 ( 0.148 ) 0.235 ( 0.143 ) *

国内グループ会社ダミー 0.017 ( 0.010 ) 0.177 ( 0.037 ) *** 0.272 ( 0.037 ) ***

協力経験あるダミー 0.007 ( 0.007 ) 0.015 ( 0.026 ) 0.047 ( 0.025 ) *

市場範囲が国際的な企業ダミー -0.007 ( 0.010 ) 0.018 ( 0.037 ) 0.056 ( 0.036 )

中央・地方政府機関から補助金支援ダミー 0.009 ( 0.014 ) 0.079 ( 0.054 ) 0.105 ( 0.053 ) **

プロセスとプロダクト・イノベー
ション同時

プロダクト・イノベーションのみプロセス・イノベーションのみ

中央・地方政府機関から信用保証ダミー 0.018 ( 0.026 ) 0.053 ( 0.072 ) 0.257 ( 0.081 ) ***

イノベーションを保護するために特許など
の制度的な手段を使った経験ダミー

-0.009 ( 0.008 ) 0.173 ( 0.031 ) *** 0.110 ( 0.028 ) ***

イノベーションを保護するために戦略的な
手段を使った経験ダミー

0.008 ( 0.008 ) 0.137 ( 0.030 ) *** 0.147 ( 0.029 ) ***

新規設立会社ダミー（1999－2001） -0.043 ( 0.006 ) *** 0.017 ( 0.106 ) 0.129 ( 0.091 )

マーケットシェア（2001） -0.045 ( 0.047 ) -0.354 ( 0.226 ) -0.064 ( 0.218 )

化学産業ダミー -0.007 ( 0.010 ) 0.072 ( 0.053 ) -0.032 ( 0.039 )

電機産業ダミー -0.013 ( 0.009 ) 0.010 ( 0.041 ) -0.001 ( 0.037 )

輸送用機械ダミー -0.015 ( 0.008 ) * 0.004 ( 0.044 ) -0.023 ( 0.038 )

一般機械（精密機械含む）ダミー -0.015 ( 0.008 ) * 0.064 ( 0.045 ) 0.005 ( 0.039 )

金属製品・窯業産業ダミー 0.002 ( 0.009 ) 0.008 ( 0.038 ) -0.020 ( 0.033 )

 PseudoR-squared

サンプル数

注）1.イノベーションがなかった企業がベース

　　2.標準偏差は不均一分散を考慮した値である。　2．*p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01

　　3. 係数値は限界効果である。

0.270

1,714
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図表3.2　非製造業企業に対する多項ロジットモデル(Multinomial Logit Model)の推計結果

            ：どのような企業でイノベーションが起きるのか

係数値 標準偏差 係数値 標準偏差 係数値 標準偏差

TFPレベル（2001） 0.000 ( 0.008 ) -0.187 ( 0.093 ) ** 0.032 ( 0.103 )

企業規模 0.005 ( 0.002 ) *** 0.024 ( 0.020 ) 0.081 ( 0.026 ) ***

研究開発有無ダミー 0.018 ( 0.011 ) 0.483 ( 0.121 ) *** 0.094 ( 0.113 )

アメリカ研究開発拠点ダミー -0.024 ( 0.006 ) *** 0.175 ( 0.147 ) -0.049 ( 0.097 )

国内研究開発拠点ダミー -0.009 ( 0.005 ) * 0.181 ( 0.043 ) *** 0.041 ( 0.057 )

外資系ダミー -0.013 ( 0.003 ) *** 0.539 ( 0.244 ) ** 0.018 ( 0.218 )

国内グループ会社ダミー 0.014 ( 0.009 ) * 0.159 ( 0.074 ) ** 0.454 ( 0.077 ) ***

協力経験あるダミー 0.009 ( 0.005 ) * -0.002 ( 0.041 ) -0.052 ( 0.051 )

プロセスとプロダクト・イノベー
ション同時

プロダクト・イノベーションのみプロセス・イノベーションのみ

市場範囲が国際的な企業ダミー 0.012 ( 0.012 ) -0.010 ( 0.083 ) 0.124 ( 0.112 )

中央・地方政府機関から補助金支援ダミー 0.027 ( 0.023 ) 0.124 ( 0.133 ) 0.203 ( 0.165 )

中央・地方政府機関から信用保証ダミー -0.015 ( 0.004 ) *** 0.296 ( 0.176 ) * 0.438 ( 0.176 ) **

イノベーションを保護するために特許など
の制度的な手段を使った経験ダミー

0.003 ( 0.006 ) 0.210 ( 0.061 ) *** 0.052 ( 0.059 )

イノベーションを保護するために戦略的な
手段を使った経験ダミー

-0.003 ( 0.005 ) 0.035 ( 0.053 ) 0.351 ( 0.080 ) ***

新規設立会社ダミー（1999－2001） -0.016 ( 0.004 ) *** 0.132 ( 0.159 ) -0.146 ( 0.065 ) **

マーケットシェア（2001） 0.000 ( 0.018 ) -0.165 ( 0.317 ) -0.384 ( 0.259 )

商業ダミー 0.010 ( 0.007 ) 0.098 ( 0.077 ) 0.091 ( 0.120 )

サービス業ダミー 0.012 ( 0.016 ) 0.184 ( 0.123 ) 0.091 ( 0.150 )

 PseudoR-squared

サンプル数

注）1.イノベーションがなかった企業がベース

　　2.標準偏差は不均一分散を考慮した値である。　2．*p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01

　　3. 係数値は限界効果である。

0.344

565
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図表3.3 　イノベーション効果分析結果（製造業）：独立会社とグループ会社

パネルA： 係数値 ｔ値 係数値 ｔ値 係数値 ｔ値 係数値 ｔ値
Dproduct innovation　（1999-2001） 0.011 [   3.12 ] *** 0.006 [   2.10 ] ** 0.006 [   2.55 ]  ** 0.027 [   3.47 ] ***

Dprocess innovation　（1999-2001） 0.002 [   0.26 ] -0.003 [ -0.42 ] 0.001 [   0.29 ] 0.040 [   3.34 ] ***

Dboth innovation　（1999-2001） 0.010 [   2.67 ] *** 0.006 [   1.96 ] ** 0.006 [   2.09 ]  ** 0.048 [   5.85 ] ***

TFPレベル（2001） -0.067 [ -3.34 ] *** -0.064 [ -3.60 ] *** -0.046 [ -3.02 ]  ***

化学産業ダミー 0.024 [   5.18 ] *** 0.025 [   6.30 ] *** 0.022 [   6.32 ]  *** 0.079 [   6.46 ]  ***

電機産業ダミー 0.036 [   6.78 ] *** 0.035 [   7.04 ] *** 0.034 [   7.76 ]  *** 0.126 [   9.45 ]  ***

輸送用機械ダミー 0.008 [   2.45 ] ** 0.009 [   3.79 ] *** 0.010 [   5.11 ]  *** 0.015 [   2.01 ]  **

一般機械（精密機械含む）ダミー 0.026 [   4.79 ] *** 0.024 [   5.60 ] *** 0.023 [   6.74 ]  *** 0.015 [   1.76 ]  *

金属製品・窯業産業ダミー 0.005 [   1.66 ] * 0.003 [   1.26 ] 0.001 [   0.24 ] 0.021 [   3.13 ]  ***

定数項 -0.007 [ -3.14 ] *** -0.002 [ -1.21 ] 0.000 [ -0.06 ] -0.042 [ -8.90 ]  ***

R-squared 0.074 0.093 0.119 0.148

サンプル数 1,523 1,491 1,435 1,714

パネルB

2年後 3年後 4年後

被説明変数：全要素生産
性上昇率（lｎTFP(2005)-lｎ

TFP(2001))

被説明変数：全要素生産
性レベル（ｌｎTFP(200１))

被説明変数：全要素生産性
上昇率（lｎTFP(2003)-lｎ

TFP(2001))

被説明変数：全要素生産
性上昇率（lｎTFP(2004)-l

ｎTFP(2001))

パネルB：
Dproduct innovation　（1999-2001） 0.009 [   2.46 ]  ** 0.004 [   1.53 ] 0.005 [   1.92 ] * 0.020 [   2.56 ]  **

Dprocess innovation　（1999-2001） 0.000 [   0.01 ] -0.004 [ -0.65 ] 0.000 [   0.03 ] 0.033 [   2.82 ] ***

Dboth innovation　（1999-2001） 0.006 [   1.46 ] 0.004 [   1.19 ] 0.004 [   1.47 ] 0.025 [   3.11 ] ***

TFPレベル（2001） -0.073 [ -3.45 ] *** -0.065 [ -3.52 ] *** -0.045 [ -2.84 ]  ***

企業間ＩＴネットワーク導入ダミー（2001） 0.001 [   0.23 ] -0.002 [ -0.69 ] 0.001 [   0.27 ] 0.009 [   1.58 ]

企業内ＩＴネットワーク導入ダミー（2001） 0.007 [   1.88 ]  * 0.007 [   2.38 ] ** 0.005 [   2.42 ]  ** 0.011 [   1.52 ]

国内グループ会社ダミー（1999-2001） 0.006 [   1.84 ]  * 0.007 [   2.99 ] *** 0.005 [   2.59 ]  *** 0.028 [   4.68 ]  ***

外資系ダミー（1999－2001） 0.006 [   0.38 ] -0.003 [ -0.17 ] -0.005 [ -0.39 ] 0.114 [   2.70 ]  ***

市場範囲が国際的な企業ダミー（1999－200 0.016 [   3.49 ]  *** 0.013 [   3.20 ] *** 0.011 [   3.45 ]  *** 0.002 [   0.19 ]

マーケットシェア（2001） 0.001 [   0.04 ] -0.027 [ -1.90 ] ** -0.037 [ -2.39 ]  ** 0.319 [   6.50 ]  ***

新規設立会社ダミー（1999－2001） -0.001 [ -0.08 ] -0.012 [ -1.33 ] 0.000 [ -0.02 ] 0.013 [   0.51 ]

化学産業ダミー 0.021 [   4.51 ] *** 0.023 [   5.58 ] *** 0.020 [   5.67 ]  *** 0.074 [   6.34 ]  ***

電機産業ダミー 0.032 [   6.01 ] *** 0.032 [   6.14 ] *** 0.031 [   6.69 ]  *** 0.122 [   9.09 ]  ***

輸送用機械ダミー 0.005 [   1.57 ] 0.007 [   2.62 ] *** 0.008 [   3.41 ]  *** 0.018 [   2.39 ]  **

一般機械（精密機械含む）ダミー 0.021 [   3.96 ] *** 0.020 [   4.68 ] *** 0.020 [   5.74 ]  *** 0.017 [   1.93 ]  *

金属製品・窯業産業ダミー 0.004 [   1.20 ] 0.002 [   0.82 ] -0.001 [ -0.26 ] 0.018 [   2.69 ]  ***

定数項 -0.014 [ -3.71 ] *** -0.008 [ -2.73 ] *** -0.005 [ -2.10 ]  ** -0.068 [ -8.91 ]  ***

R-squared 0.089 0.114 0.140 0.204

サンプル数 1,523 1,491 1,435 1,714

注）１．t値は不均一分散を考慮した値である。　2．*p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01

22



図表3.4 イノベーション効果分析結果（製造業）：独立会社のみ

パネルA： 係数値 ｔ値 係数値 ｔ値 係数値 ｔ値
Dproduct innovation　（1999-2001） 0.016 [   3.62 ] *** 0.008 [   2.15 ] ** 0.008 [   2.55 ] **

Dprocess innovation　（1999-2001） 0.011 [   1.23 ] 0.007 [   0.77 ] 0.004 [   0.52 ]

Dboth innovation　（1999-2001） 0.006 [   1.27 ] 0.006 [   1.73 ] * 0.003 [   0.84 ]

TFPレベル（2001） -0.099 [ -3.47 ] *** -0.084 [ -3.53 ] *** -0.077 [ -3.71 ] ***

化学産業ダミー 0.029 [   5.00 ] *** 0.028 [   5.36 ] *** 0.029 [   6.56 ]  ***

電機産業ダミー 0.031 [   4.41 ] *** 0.031 [   4.35 ] *** 0.035 [   5.64 ]  ***

輸送用機械ダミー 0.011 [   2.95 ] *** 0.007 [   2.41 ] ** 0.012 [   4.97 ]  ***

一般機械（精密機械含む）ダミー 0.018 [   3.14 ] *** 0.019 [   4.10 ] *** 0.023 [   5.85 ]  ***

金属製品・窯業産業ダミー 0.008 [   2.01 ] ** 0.003 [   0.83 ] 0.003 [   0.98 ]

定数項 -0.010 [ -3.75 ] *** -0.004 [ -2.16 ] ** -0.004 [ -2.07 ]  **

R-squared 0.100 0.112 0.157

サンプル数 917 914 874

2年後 3年後 4年後

被説明変数：全要素生産
性上昇率（lｎTFP(2003)-l

ｎTFP(2001))

被説明変数：全要素生
産性上昇率（lｎ
TFP(2004)-lｎ
TFP(2001))

被説明変数：全要素生
産性上昇率（lｎ
TFP(2005)-lｎ
TFP(2001))

サンプル数 917 914 874

パネルB：
Dproduct innovation　（1999-2001） 0.014 [   3.17 ]  *** 0.007 [   1.92 ]  ** 0.006 [   2.11 ]  **

Dprocess innovation　（1999-2001） 0.009 [   1.06 ] 0.006 [   0.64 ] 0.003 [   0.35 ]

Dboth innovation　（1999-2001） 0.002 [   0.48 ] 0.005 [   1.37 ] 0.001 [   0.25 ]

TFPレベル（2001） -0.104 [ -3.45 ] *** -0.085 [ -3.35 ] *** -0.078 [ -3.52 ] ***

企業間ＩＴネットワーク導入ダミー（2001） 0.002 [   0.58 ] 0.001 [   0.41 ] 0.002 [   0.97 ]

企業内ＩＴネットワーク導入ダミー（2001） 0.005 [   1.15 ] 0.004 [   1.07 ] 0.004 [   1.27 ]

外資系ダミー（1999－2001） 0.012 [   0.73 ] -0.001 [ -0.04 ] -0.002 [ -0.15 ]

市場範囲が国際的な企業ダミー（1999－200 0.018 [   2.96 ]  *** 0.008 [   1.58 ] 0.010 [   2.48 ]  **

マーケットシェア（2001） -0.002 [ -0.07 ] -0.012 [ -0.50 ] -0.004 [ -0.20 ]

新規設立会社ダミー（1999－2001） -0.006 [ -0.73 ] -0.018 [ -0.85 ] -0.030 [ -1.71 ]  *

化学産業ダミー 0.026 [   4.26 ] *** 0.026 [   4.85 ] *** 0.028 [   6.12 ]  ***

電機産業ダミー 0.026 [   3.64 ] *** 0.029 [   3.85 ] *** 0.032 [   4.96 ]  ***

輸送用機械ダミー 0.008 [   2.17 ]  ** 0.006 [   1.90 ]  * 0.011 [   4.14 ]  ***

一般機械（精密機械含む）ダミー 0.012 [   2.17 ] *** 0.016 [   3.66 ] *** 0.020 [   5.26 ]  ***

金属製品・窯業産業ダミー 0.007 [   1.83 ]  ** 0.002 [   0.75 ] 0.003 [   0.93 ]

定数項 -0.014 [ -3.17 ] *** -0.007 [ -2.05 ]  ** -0.007 [ -2.38 ]  **

R-squared 0.115 0.118 0.169
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図表3.5 イノベーション効果分析結果（非製造業）：独立会社とグループ会社

パネルA： 係数値 ｔ値 係数値 ｔ値 係数値 ｔ値 係数値 ｔ値
Dproduct innovation　（1999-2001） 0.004 [   0.32 ] 0.012 [   1.30 ] 0.006 [   0.79 ] -0.051 [ -1.81 ] *

Dprocess innovation　（1999-2001） 0.006 [   0.30 ] 0.006 [   0.37 ] 0.009 [   0.75 ] 0.019 [   0.42 ]

Dboth innovation　（1999-2001） -0.013 [ -1.19 ] -0.004 [ -0.57 ] -0.009 [ -1.48 ] 0.015 [   0.52 ]

TFPレベル（2001） -0.152 [ -6.77 ] *** -0.122 [ -7.10 ] *** -0.072 [ -4.98 ]  ***

商業ダミー 0.018 [   1.57 ] 0.026 [   2.13 ] ** 0.009 [   0.91 ] 0.040 [   1.85 ]  *

サービス業ダミー 0.032 [   2.47 ] ** 0.034 [   2.60 ] *** 0.027 [   2.44 ]  ** 0.077 [   2.75 ]  ***

定数項 -0.002 [ -0.15 ] -0.022 [ -1.85 ] * -0.005 [ -0.54 ] -0.023 [ -1.31 ]

R-squared 0.142 0.158 0.122 0.012
サンプル数 481 467 456 565

被説明変数：全要素生
産性レベル（ｌｎTFP(200

１))

2年後 3年後 4年後

被説明変数：全要素生
産性上昇率（lｎ

TFP(2003)-lｎTFP(2001))

被説明変数：全要素生
産性上昇率（lｎ
TFP(2004)-lｎ
TFP(2001))

被説明変数：全要素生
産性上昇率（lｎ
TFP(2005)-lｎ
TFP(2001))

サンプル数 481 467 456 565

パネルB：
Dproduct innovation　（1999-2001） 0.005 [   0.39 ] 0.011 [   1.28 ] 0.006 [   0.69 ] -0.061 [ -2.11 ]  **

Dprocess innovation　（1999-2001） 0.006 [   0.29 ] 0.005 [   0.35 ] 0.006 [   0.54 ] 0.014 [   0.30 ]

Dboth innovation　（1999-2001） -0.013 [ -1.13 ] -0.006 [ -0.74 ] -0.012 [ -1.90 ]  * 0.007 [   0.24 ]

TFPレベル（2001） -0.150 [ -6.71 ] *** -0.119 [ -7.33 ] *** -0.071 [ -5.06 ]  ***

企業間ＩＴネットワーク導入ダミー（2001） 0.004 [   0.41 ] 0.000 [ -0.03 ] 0.006 [   1.13 ] 0.015 [   0.68 ]

企業内ＩＴネットワーク導入ダミー（2001） 0.017 [   1.61 ] 0.033 [   3.98 ] *** 0.016 [   2.23 ]  ** -0.027 [ -0.87 ]

国内グループ会社ダミー（1999-2001） -0.005 [ -0.37 ] -0.003 [ -0.33 ] 0.001 [   0.08 ] 0.031 [   1.02 ]

外資系ダミー（1999－2001） -0.036 [ -0.67 ] -0.023 [ -0.63 ] -0.004 [ -0.16 ] -0.034 [ -0.38 ]

市場範囲が国際的な企業ダミー（1999－200 -0.006 [ -0.26 ] -0.004 [ -0.27 ] 0.010 [   0.76 ] 0.043 [   0.89 ]

マーケットシェア（2001） 0.029 [   0.61 ] 0.032 [   0.92 ] 0.029 [   0.89 ] 0.159 [   0.94 ]

新規設立会社ダミー（1999－2001） -0.008 [ -0.18 ] -0.042 [ -1.41 ] -0.041 [ -2.38 ]  ** 0.240 [   1.95 ]  *

商業ダミー 0.020 [   1.63 ] 0.026 [   2.21 ] ** 0.009 [   0.94 ] 0.046 [   1.71 ]  *

サービス業ダミー 0.029 [   2.07 ] ** 0.027 [   2.14 ] ** 0.025 [   2.21 ]  ** 0.088 [   2.81 ]  ***

定数項 -0.017 [ -1.30 ] -0.047 [ -3.64 ] *** -0.022 [ -1.94 ]  ** -0.027 [ -0.79 ]

R-squared 0.158 0.184 0.144 0.032
サンプル数 481 467 456 565

注）１．t値は不均一分散を考慮した値である。　2．*p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01
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